
盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領 
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（趣旨） 

第１ この要領は、盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格要綱（平成３年告示第 344号。以下「要

綱」という。）に規定する物品の買入れ等に係る競争入札参加資格の審査（以下「資格審査」と

いう。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（資格審査） 

第２ 資格審査は、資格審査を行う年度の９月 30日（要綱第５第４項の規定により申請書等を提出

する場合は申請書等の提出日）を基準日（以下「審査基準日」という。）として行う。 

２ 要綱第３第３号に規定する営業又は事業に関し市長が認める実績は、次のとおりとする。 

(1) 審査基準日における１年以上の営業又は事業実績 

(2) 要綱第５に定める申請書を提出する日の直前事業年度における別表第１に掲げる物品の買入

れ等の分類のうち、競争入札を参加希望する大分類（財産等売払いを除く。）の営業又は事業

についての実績 

（提出書類） 

第３ 要綱第５第１項に規定する資格審査を受けるために必要な申請書類は、次の各号に掲げるも

のとする。ただし、官公庁が作成するもの又はその写しにあっては、特に定めがある場合を除き、

申請する日の直前３か月以内に発行されたものとする。 

(1) 盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査申請書 

(2) 物品の買入れ等競争入札参加資格審査調書 

(3) 委任状 

契約権限を委任する場合とする。 



(4) 営業実績調書 

(5) 印刷設備調書 

印刷・製本の大分類に属する中分類を希望する場合とする。 

(6) 営業又は事業に関し必要な許可、認可等を受けていることを証明する書類又はその写し 

(7) 登記事項証明書又はその写し（個人にあっては身分証明書又はその写し） 

(8) 営業の事実を証明する書類又はその写し 

申請者が個人の場合とし、仕入伝票・売上伝票等営業の事実を証明する書類とする。ただし、

前回資格者であった個人が継続して申請する場合は省略することができる。 

(9) 納税証明書 

法人税（申請者が個人である場合は所得税）並びに消費税及び地方消費税に係る滞納がない

ことを確認できる納税証明書又はその写し。 

(10)印鑑証明書 

(11)計算書類 

申請者が法人の場合は貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書（以下「計算書類」

という。）又はその写し、個人の場合は収支計算に関する書類又はその写しとし、それぞれ審

査基準日の直前の１事業年度分とする。ただし、申請者が法人の場合にあっては、当該法人の

決算日の都合により、審査基準日の直前１事業年度の計算書類の提出が困難なときは、その前

年度の計算書類を提出することをもって、これに代えることができる。 

(12)暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者に該当しない

旨の誓約 

(13)役員の一覧表 

(14)資本関係・人的関係に関する届出 

(15)労働条件に関する誓約 

(16)その他資格審査に関し必要な書類 

２ 要綱第５第３項ただし書に規定する追加提出年に資格審査の申請を行うことができる者は、

同項本文の規定による申請書類の提出を行っていない者又は現に認定を受けている者であって、

業種を追加するため、新たに資格審査を受けようとする者とする。 

（受付システムを用いた申請） 

第３の２ 要綱第５第３項で定める期間の申請は、インターネット上から盛岡広域市町競争入札参

加資格受付システムを用いて行うものとする。 

（資格審査申請書の受付通知） 

第３の３ 申請書の提出があったときは、提出書類に不足等がないことを確認の上、受付した旨を

申請者に通知するものとする。 

（申請時期） 



第４ 要綱第５第４項に規定する市長が特に必要があると認めるときとは、次の各号のいずれかに

該当するときとする。 

(1) 要綱第７に規定する資格者（以下「資格者」という。）から営業又は事業用資産を承継し、

営業又は事業を継続する者が申請するとき。 

(2) 個人の資格者の営業用資産をもって設立された法人が申請するとき。 

(3) 法人の資格者と他の法人の合併により設立された法人が申請するとき。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立てにより資格者

の資格を取り消された者が同法第199条第１項の規定による更生計画の認可の決定の日以後に

おいて、当該資格者の資格が取り消される前の当該資格の有効期間（要綱第７に規定する有効

期間をいう。以下同じ。)内に申請するとき又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の

規定による再生手続開始の申立てにより資格者の資格を取り消された者が同法第174条第１項

の規定による再生計画認可の決定の確定の日以後において、当該資格者の資格が取り消される

前の当該資格の有効期間内に申請するとき。 

(5) その他市長が特に必要があると認めるとき。 

第５ 削除 

（資格者の区分） 

第６ 資格者については、主たる営業所等の所在地により、次のとおり区分するものとする。 

(1) 市の区域内に主たる営業所を有する者…区分１ 

(2) 前号以外の者で市の区域内に営業所を有する者…区分２ 

(3) 前２号以外の者で盛岡広域市町（八幡平市、滝沢市、岩手町、葛巻町、雫石町、紫波町、矢

巾町）に営業所を有する者…区分３ 

(4) 前３号以外の者…区分４ 

（資格者の評点） 

第７ 資格者については、必要に応じ評点を行うものとする。 

２ 前項の評点は、別表第１に掲げる物品の買入れ等の分類のうち、競争入札参加を希望する大分

類ごとに行うものとし、次の各号に掲げる事項ごとに、別表第２に規定する区分に応じ定める点

数を付与し、その点数の合計点をもって評点数とする。 

(1) 営業又は事業実績 

大分類ごとの審査基準日の直前の事業年度における売上高による。 

(2) 経営規模 

ア 自己資本額 

審査基準日における自己資本額による。 

イ 従業員数 

審査基準日における常時雇用職員数による。この場合法人にあっては常勤役員、個人にあ



ってはその事業主を含む。 

(3) 経営比率 

審査基準日の直前の決算時点の流動比率による。ただし、小数点以下は四捨五入とする。 

(4) 営業又は事業年数 

審査基準日までの営業又は事業年数による。ただし、１年未満は切捨てとする。 

(5) 主観的事項 

ア 競争入札参加資格の停止の状況 

評点を行おうとする日の属する年度の前２年度における指名競争入札参加停止措置の状

況による。 

イ 障がい者の雇用状況 

  障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する障がい者雇用状況の報告義務がある事業者

の場合は審査基準日の属する年の６月１日における雇用状況とし、障がい者雇用状況の報告

義務がない事業者の場合は審査基準日における雇用状況による。  

ウ 国際規格9000シリーズの認証取得の有無 

  国際規格9000シリーズの認証取得の有無による。 

エ 環境に配慮した経営の状況 

国際規格14001の認証又はいわて地球環境にやさしい事業所認定（認定基準★★★又は★

★★★に限る。）の取得の状況による。 

オ その他必要と認める事項 

アからエに掲げるもののほか市長が特に必要と認める事項 

 （事業の廃止） 

第８ 要綱第９第１項第３号の事業を廃止したときとは、次の各号に掲げるときとする。 

(1) 資格者から廃業に関する届出が提出されたとき。 

(2) その他、事業の廃止の事実を確認したとき。 

附 則 

この要領は、平成３年12月13日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成７年12月６日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成11年５月18日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成11年10月25日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成12年12月13日から施行する。 



   附 則 

この要領は、平成14年６月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成15年12月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成16年５月28日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成16年３月７日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成17年３月７日から施行する。 

２ 不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成16年法律第124号）の施行前に

交付された商業登記簿謄本は、改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規

定の適用については、これを登記事項証明書とみなす｡ 

附 則 

１ この要領は、平成17年10月５日から施行する。ただし、第６第３号の改正規定は平成18年１月

10日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領第７第２項第２号及び同項第５号

（イを除く。）並びに別表第２の規定は、平成18・19年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資

格者から適用し、平成16・17年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者については、なお従

前の例による。 

附 則 

この要領は、平成17年12月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成18年12月12日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領（以下「改正後の要領」という。）

第３第11号、同第16号から第18号、第７第２項第５号エ及び別表第２中(5)エの改正規定は、平成

20・21年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、平成18・19年度盛岡市物品の

買入れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

３ 改正後の要領第３第14号の改正規定は、平成18年５月１日以後に決算期の到来した事業年度に

係る書類について適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成19年12月７日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領第２第３項に規定する別表第１の

規定は、平成20・21年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、平成18・19年度



盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要領は、平成 20年12月５日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成 21年 12月 15日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領第２第３項に規定する別表第１の

規定は、平成 22・23年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、平成 20・21年

度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成 22年２月１日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領第７第２項に規定する別表第２の

規定は、平成 22・23年度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、平成 20・21年

度盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要領は、平成 22年 12月７日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 26年１月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成 26年 12月 22日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領（第３第 18号を除く。）の規定は

平成 27年１月 15日以後に行う盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、同日前に

行った盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成 28年 12月 15日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規定は平成 29年１月 13日以後

に行う盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者から適用し、同日前に行った盛岡市物品の買入

れ等競争入札参加資格者については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、平成 29年 12月５日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規定は有効期間の始期が平成

30年６月１日以後である盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格要綱第３に規定する物品の買入

れ等競争入札参加資格（以下、「物品の買入れ等競争入札参加資格」という。）の有無についての

審査について適用し、有効期間の始期が同日前である物品の買入れ等競争入札参加資格の有無に

ついての審査については、なお従前の例による。 



附 則 

１ この要領は、令和２年１月 31日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規定は、有効期間の始期が令和

２年６月１日以後である盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格要綱第３に規定する物品の買入

れ等競争入札参加資格（以下、「物品の買入れ等競争入札参加資格」という。）の有無についての

審査について適用し、有効期間の始期が同日前である物品の買入れ等競争入札参加資格の有無に

ついての審査については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要領は、令和３年８月 19日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規定は、有効期間の始期が令和

４年４月１日以後である盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格要綱第３に規定する物品の買入

れ等競争入札参加資格（以下、「物品の買入れ等競争入札参加資格」という。）の有無についての

審査について適用し、有効期間の始期が同日前である物品の買入れ等競争入札参加資格の有無に

ついての審査については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要領は、令和７年９月 11日から施行する。 

２ 改正後の盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格審査等要領の規定は、有効期間の始期が令和

８年４月１日以後である盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格要綱第３に規定する物品の買入

れ等競争入札参加資格（以下、「物品の買入れ等競争入札参加資格」という。）の有無についての

審査について適用し、有効期間の始期が同日前である物品の買入れ等競争入札参加資格の有無に

ついての審査については、なお従前の例による。 



別表第１（第２第３項第２号関係） 

 

(1) 物品の買入れ及び製造 

大分類 中分類 

01 印刷・製本 01 一般印刷 

02 地図調製 

03 複写業務 

04 製本 

02 文具・事務機器類 01 文具・事務用品 

02 事務機器 

03 ＯＡ機器 

04 用紙 

03 家具類 01 木製家具 

02 スチール家具 

03 室内装飾 

04 その他 

04 繊維類 01 被服 

02 寝具 

03 皮革・ナイロン・ゴム製品 

04 その他 

05 厨房器具類 01 厨房機器 

02 厨房用品 

06 燃料及び油脂製品類 01 車両用燃料 

02 暖房用燃料 

03 ガス類 

04 その他 

07 理化学機器・計測機器類 01 理化学機器 

02 計測機器 

08 医療・福祉機器類 01 医療用機器 

02 福祉用機器 

03 衛生材料 

09 薬品類 01 医薬品 

02 化学・工業薬品 



03 農業薬品 

04 動物用薬品 

10 電気・通信機器類 01 家庭用電気機器 

02 放送・通信機器 

03 視聴覚機器 

11 産業機器類 01 工作機器 

02 農業機器 

03 建設機器 

04 空調機器 

05 その他 

12 消防防災・保安用具 01 消防機器 

02 保安用具 

03 防災用品 

13 車両類 01 自動車 

02 オートバイ・自転車 

03 特殊車両 

04 車両部品・用品 

14 資材類 01 建設資材 

02 動物・飼料 

03 造園資材 

15 学校教材・運動用品・楽器

類 

01 教材・図書 

02 遊具 

03 楽器 

04 運動用品 

16 その他 01 日用雑貨 

02 カメラ・写真 

03 時計・貴金属 

04 記念品・バッジ 

05 美術・工芸品類 

06 選挙用品 

07 食料品 

08 広告・看板 

09 その他 



(2) 役務の提供等 

大分類 中分類 

20 清掃・駆除等 01 建物清掃 

02 飲料水貯水槽清掃 

03 オイルタンク清掃 

04 浄化槽清掃 

05 下水道管渠清掃 

06 側溝排水路清掃 

07 公園・道路等清掃 

08 鼠等衛生害虫防除 

21 警備・受付等 01 機械警備 

02 巡回警備 

03 常駐警備 

04 駐車場・駐輪場等整理（交通整理を含む） 

05 受付・展示物案内 

22 保守・点検・管理（修理・

整備を含む） 

01 事務機器・ＯＡ機器保守点検 

02 空調設備保守点検 

03 消防用設備保守点検 

04 昇降機・自動ドア保守点検 

05 厨房設備保守点検 

06 電気設備保守点検 

07 通信設備保守点検 

08 理化学機器・計測機器保守点検 

09 医療・福祉機器保守点検 

10 上水道施設等保守点検 

11 下水道施設等保守点検 

12 ごみ処理施設保守点検 

13 車両保守点検 

14 楽器調律 

15 除排雪 

16 植栽・庭園管理 

17 家具・寝具類 

18 その他設備保守点検 



19 その他施設保守点検 

23 コンピュータ関連 01 システム・ソフト開発 

02 データ入力業務 

24 運送・運搬・処理 01 一般廃棄物（運送・運搬） 

02 産業廃棄物（運送・運搬） 

03 一般廃棄物（処理） 

04 産業廃棄物（処理） 

05 広報紙・文書集配 

06 給食運搬 

07 バス運行 

08 引越業 

09 旅行業 

25 調査・検査・測定 01 大気・環境検査 

02 水質検査 

03 土壌検査・測定 

04 漏水調査 

05 化学物質測定 

06 食品検査 

07 臨床検査 

08 調査・統計 

09 その他調査 

26 広告・出版・イベント 01 広告・宣伝 

02 イベント企画・運営 

03 選挙 

27 翻訳・通訳・速記 01 会議録作成 

02 筆耕・翻訳・通訳 

28 その他 01 クリーニング 

02 人材派遣 

03 調理業務 

04 不動産鑑定業務 

05 その他 

29 財産等売払い 01 金属くず 

02 非鉄金属くず 



03 立木 

04 一般車両・自転車 

05 特殊車両・建設機械 

06 古紙 

07 ペットボトル 

08 ガラス瓶 

09 その他 

30 賃貸借 01 事務機器・ＯＡ機器 

02 家具類 

03 繊維類 

04 厨房器具類 

05 理化学機器・計測機器 

06 医療機器・福祉用具類 

07 電気・通信機器類 

08 産業機器類 

09 消防保安用具類 

10 一般車両・自転車 

11 特殊車両・建設機械 

12 資材類 

13 仮設建築物 

14 教材・楽器・運動用品 

15 イベント用品類 

16 清掃用具類 

17 その他 



別表第２ 評点点数表（第７第２項関係） 

 
（１）営業又は事業実績額 

大分類ごとの実績額 点数 

１０億円以上 ６０ 

 ４億円以上 １０億円未満 ５５ 

 ２億円以上  ４億円未満 ５０ 

９千万円以上  ２億円未満 ４５ 

４千万円以上 ９千万円未満 ４０ 

２千万円以上 ４千万円未満 ３５ 

１千万円以上 ２千万円未満 ３０ 

４百万円以上 １千万円未満 ２５ 

２百万円以上 ４百万円未満 ２０ 

１百万円以上 ２百万円未満 １５ 

  １円以上 １百万円未満 １０ 

 

（２）経営規模 

ア．自己資本額 点数 

１億円以上 １０ 

２千万円以上  １億円未満 ８ 

２百万円以上 ２千万円未満 ６ 

５０万円以上 ２百万円未満 ４ 

５０万円未満 ２ 

 

イ．従業員数 点数 

１００人以上 １０ 

５０人以上 １００人未満 ８ 

２０人以上  ５０人未満 ６ 

５人以上  ２０人未満 ４ 

５人未満 ２ 

 

 

（３）経営比率 

流動比率 点数 

１００％以上 ５ 

８０％以上 １００％未満 ３ 

５０％以上  ８０％未満 １ 

５０％未満 －５ 

 

 

（４）営業又は事業年数 

営業又は事業年数 点数 

１０年以上 １０ 

５年以上  １０年未満 ５ 

５年未満 １ 

 

 

 

 

（５）主観的事項 

ア．指名停止措置の状況 点数 

        ３か月未満 －５ 

 ３か月以上  ６か月未満 －１０ 

６か月以上  12 か月未満 －１５ 

12 か月以上 －２０ 

 

イ．障がい者の雇用状況 点数 

障害者の雇用の促進等に関する法

律に規定する障がい者雇用状況の

報告義務があり、法定雇用障害者数

を達成している者 

５ 

障害者の雇用の促進等に関する法

律に規定する障がい者雇用状況の

報告義務はないが、障がい者を雇用

している者 

５ 

 

ウ．国際規格 9000 シリーズの認証

取得の有無 
点数 

国際規格 9000 の認証取得の者 ５ 

 

エ．環境に配慮した経営の状況 点数 

国際規格 14001 の認証取得の者 ５ 

いわて地球環境にやさしい事業所

認定取得の者 
５ 

 ただし、いわて地球環境にやさしい事業所認定取得

の者については、国際規格 14001 の認証取得の者５点

との重複加点は行わない。 

 

オ．特に必要と認める事項 点数 

内容により １５から－１５まで 

 

 

 

 


